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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．第24期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．「売上高」には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

売上高 (百万円) － 109,984 112,488 － 225,146 

経常利益 (百万円) － 2,875 3,214 － 8,937 

中間（当期）純利益 (百万円) － 1,523 1,586 － 5,006 

純資産額 (百万円) － 25,042 29,485 － 28,378 

総資産額 (百万円) － 116,163 116,049 － 110,906 

１株当たり純資産額 (円) － 476.25 560.75 － 539.07 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
(円) － 28.98 30.17 － 94.58 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) － 21.6 25.4 － 25.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △2,108 △2,283 － 10,588 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △2,083 △3,700 － △3,948 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － 4,837 △85 － △98 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) － 1,455 1,279 － 7,349 

従業員数 (人) － 1,985 2,046 － 1,994 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．第24期中より中間連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

は記載しておりません。 

２．「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

３．「持分法を適用した場合の投資利益」は、第23期までは関連会社がないため、第24期中からは中間連結財務

諸表を作成しているため記載しておりません。 

４．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

売上高 (百万円) 97,233 102,899 105,216 204,006 210,135 

経常利益 (百万円) 2,620 3,465 3,731 7,376 9,567 

中間（当期）純利益 (百万円) 2,059 1,920 2,081 3,556 5,447 

持分法を適用した 

場合の投資利益 
(百万円) － － － － － 

資本金 (百万円) 11,081 11,081 11,081 11,081 11,081 

発行済株式総数 (株) 52,585,000 52,585,000 52,585,000 52,585,000 52,585,000 

純資産額 (百万円) 22,535 25,439 30,421 24,000 28,819 

総資産額 (百万円) 102,383 117,465 117,224 100,109 111,953 

１株当たり純資産額 (円) 428.55 483.79 578.55 456.06 547.45 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
(円) 39.16 36.52 39.58 67.26 102.96 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

(円) － － － － － 

１株当たり中間 

（年間）配当額 
(円) － 4.50 6.00 9.00 12.00 

自己資本比率 (％) 22.0 21.7 26.0 24.0 25.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △947 － － 13,179 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,532 － － △7,984 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 4,108 － － △5,092 － 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 1,336 － － 809 － 

従業員数 (人) 2,006 1,366 1,411 1,976 1,394 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 当社グループは、単一セグメント、単一事業部門であるため区分表示は行っておりません。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、連結会社外からの出向者を含み、当連結会社から連結会社外への出向者を除いて

おります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、親会社のアサヒビール株式会社等からの出向者91人を含み、連結子会社のアサヒ

ビバレッジサービス株式会社等への出向者595人を除いております。 

(3) 労働組合の状況 

 労使関係は、結成以来安定かつ円満に推移しており特記すべき事項はありません。 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 2,046 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 1,411 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における経済情勢は、雇用や所得環境の改善による個人消費の拡大及び企業収益の改善や需

要拡大に伴う設備投資の増加などにより、緩やかな回復基調にありました。 

 飲料業界におきましては、天候不順による影響に加え、昨年各社から発売された大型新商品の反動もあり、業界

全体として前年に比べ１％程度減少したものと推定されます。 

 このような状況の下、当社グループは３ヵ年からなる中期経営計画の最終年度として、収益基盤の確立と同時

に、飛躍的な拡大を目指すにあたり相応しい体制を構築し、長期的な成長路線を築くため、「成長戦略」と「構造

改革」に引き続き取り組むとともに、マネジメント力の強化及び企業品質の向上に取り組みました。 

 「成長戦略」につきましては、基幹ブランドである「ワンダ」「三ツ矢サイダー」「アサヒ 十六茶」に加え

て、「アサヒ 若武者」と「アサヒ スーパーＨ2Ｏ」の強化拡大に注力した営業及び販売促進活動を展開いたし

ました。 

 「構造改革」につきましては、生産と調達分野において従来の取り組みを大幅に見直し、生産物流構造改革及び

調達構造改革を推進しております。 

 これらの経営戦略の展開の結果、当中間連結会計期間の連結売上高は前期比2,504百万円増の112,488百万円、連

結営業利益は前期比334百万円増の3,541百万円、連結経常利益は前期比338百万円増の3,214百万円、連結中間純利

益は前期比62百万円増の1,586百万円となりました。 

 商品カテゴリーごとの状況は次のとおりであります。 

＜炭酸飲料＞ 

日本で生まれた国民的炭酸飲料「三ツ矢サイダー」の商品コンセプトの強化、販売促進施策の実施及び積極的な

周辺商品の展開により、売上高は炭酸飲料合計で前年同期比4.4％増の26,039百万円となりました。 

＜果実・野菜飲料＞ 

果実本来の濃厚な味わいと、すっきりとした後味を併せ持つ「バヤリース とろける」シリーズのフレーバー展

開により、売上高は果実・野菜飲料合計で前年同期比7.5％増の9,694百万円となりました。 

＜コーヒー飲料＞ 

「ワンダ モーニングショット」を基軸としつつ、“糖類69％カット”の「ワンダ ＳＨＯＴ＆ＳＨＯＴ」及び

“100年かけて、たどりついたブラック”「ワンダ オリジンレーベル100年ブラック」の商品展開及び販売促進施

策を実施したことにより、売上高はコーヒー飲料合計で前年同期比0.5％増の30,468百万円となりました。 

＜お茶飲料＞ 

多様化するお客様の好みに合わせて二つの新味、“スッキリとした味わいの緑茶”「アサヒ 若武者 清らかな

味わい」と、“深くて、旨みのある味わいの緑茶”「アサヒ 若武者 深い味わい」を発売し、積極的な販売促進

策を実施いたしました。お客様に愛され続けている「アサヒ 十六茶」では、“こだわりの厳選十六素材”の訴求

に努めるとともに、十六茶のおいしさをそのままに特定保健用食品「アサヒ 食事と一緒に十六茶」を発売いたし

ました。 

 また、仏フォション社と独占的ライセンス契約を締結しているFAUCHON（フォション）ブランドによる紅茶飲料

のフレーバー及び容器展開の実施等により、売上高はお茶飲料合計で前年同期比0.3％増の29,406百万円となりま

した。 

＜その他飲料＞ 

健康飲料では究極のスポーツドリンク「アサヒ スーパーＨ2Ｏ」の積極的な販売促進活動を実施いたしまし

た。またミネラルウォーターでは「アサヒ バナジウム天然水」が販売増に寄与し、売上高はその他飲料合計で前

年同期比2.8％増の15,616百万円となりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

税金等調整前中間純利益が増加したものの、法人税等の支払いの増加等により、前年同期と比較して175百万円

減少し、2,283百万円の支出となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

有形固定資産取得による支出の増加等により、前年同期と比較して1,617百万円減少し、3,700百万円の支出とな

りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

主に短期借入金の減少等により、前年同期と比較して4,923百万円減少し、85百万円の支出となりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同期比175百万円減少の1,279百万円と

なりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは、単一セグメント、単一事業部門であるため商品カテゴリーごとに記載しております。 

(1) 生産実績 

 当社製品は、自社工場にて生産するほか、製造を一部外部に委託しております。その依存度は、数量比で当中間

連結会計期間47.1％、前中間連結会計期間49.7％、また金額比（総製造費用に占める外注加工費の割合）で当中間

連結会計期間11.7％、前中間連結会計期間12.8％であります。 

 （注） 数量は、外部への製造委託による生産実績を含めた製造数量であり、（ ）は内書きで、自社工場における製

造実績を記載しております。 

(2) 製品及び商品の仕入実績 

 （注） 金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含んでおりません。 

(3) 受注状況 

 当社グループでは原則として受注生産は行っておりません。 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

炭酸飲料（千函） 16,058 ( 7,923) 108.6 (107.2) 

果実飲料（千函） 6,324 (   363) 113.3 ( 84.3) 

コーヒー飲料（千函） 13,457 ( 9,602) 99.4 ( 97.7) 

お茶飲料（千函） 19,525 (12,234) 101.4 (113.3) 

その他飲料（千函） 11,450 ( 5,206) 118.1 (124.5) 

合計（千函） 66,815 (35,331) 106.3 (108.3) 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

製品仕入 
その他飲料 

（百万円） 
82 141.7 

商品仕入 
他社飲料、菓子他

（百万円） 
926 103.2 

合計（百万円） 1,008 105.5 



(4）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．製品の数量には、自社製品の数量のみを記載しております。 

３．商品の数量には、製品販売に関する提携を行った商品の数量のみを記載しております。その他の商品につき

ましては、仕様が多岐にわたり記載が困難なため数量に含めておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

品目 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比 

金額（百万円） 数量（千函） 金額（％） 数量（％） 

製品     

炭酸飲料 26,039 13,874 104.4 105.0 

果実飲料 9,694 5,661 107.5 108.9 

コーヒー飲料 30,468 13,905 100.5 101.5 

お茶飲料 29,406 17,707 100.3 103.4 

その他飲料 15,616 7,187 102.8 102.6 

計 111,225 58,337 102.3 103.8 

商品 1,262 455 104.1 96.0 

合計 112,488 58,792 102.3 103.7 



５【研究開発活動】 

「わが社は飲料事業の分野で社会や市場の変化に対応し、高品質で安全な商品と真心のこもったサービスの提供

を通じて、豊で健康な食生活の実現に貢献し、限りなく発展する企業を目指す。」との経営理念のもと、商品開発

においては、お客様に信頼される安全・安心で『おいしさ』『健康』『楽しさ』を機軸にした商品作りに徹してお

ります。また、安全・安心な商品を安定的に生産すると同時に、コスト競争力を生み出す生産技術の開発・評価に

も注力しております。 

  本年４月には、飲料研究所を商品開発研究所と技術研究所に分割し、商品開発の高度化、スピードアップ及びそ

の基盤となる品質管理分野の強化を図るため組織変更を行い、『おいしさ』と『安全・安心』を更に進めるべく、

効率的な研究開発活動を推進できる体制に整備いたしました。 

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は430百万円であります。 

(1) 商品開発 

商品開発部門では、「おいしい！うれしい！」缶コーヒー「ワンダ」からの新提案として、日系ブラジル農園

の厳選したコーヒー豆を「ナチュラルポリッシュ製法」を使用して味香りをクリアに仕上げた「ワンダオリジン

レーベル100年ブラック」を開発・上市いたしました。 

 また、ブランド生誕１２２年目となる「三ツ矢」ブランドについては、強炭酸技術を利用した果汁入り炭酸及

びサイダーの美味しさを生かした乳性炭酸シリーズを開発・上市いたしました。 

 ブレンド茶のパイオニア「十六茶」ブランドからは、新提案として血糖値対策ニーズに信頼の味と品質で応え

る特定保健用食品「食事と一緒に十六茶」を開発・上市いたしました。 

 清涼飲料市場で更なる伸長が予想される緑茶カテゴリーでは、「アサヒ 若武者」ブランドにて、多様化した

嗜好に対応する「清らかな味わい」「深い味わい」を開発・上市いたしました。 

 また、Ｆ１レーシングチーム「Ｂ・Ａ・Ｒ Ｈｏｎｄａ」及びＦ１日本人ドライバー佐藤琢磨氏とのパートナ

ーシップ締結により共同開発したハイポトニックスポーツウォーター「アサヒ スーパーＨ2Ｏ」ブランドから

凍結ボトルの商品を、更に最も伸張の大きい水カテゴリーから「アサヒ 酸素水」を開発・上市し、お客様の新

たな需要を喚起する商品の開発に努めました。 

 健康への効能についての研究として「バナジウム含有天然水の糖尿病改善効果の確認」を、緑茶では「『べに

ふうき』の抗アレルギー作用の研究」などを進め、商品の開発に繋げております。 

(2) 技術開発 

技術開発部門については、原料及び原料水の残留農薬並びに微生物の分析法の開発により品質保証能力の向上

を図る一方、出荷判定時間の短縮に繋がる検査技術の開発に努めました。また、無菌充填製造ラインにおける省

力化技術や操業度向上技術、酸素水などの新しいカテゴリーの新商品の量産化に取り組みました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成18年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年９月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 52,585,000 52,585,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 52,585,000 52,585,000 － － 

年月日 

発行済株式 
総数増減数 

発行済株式 
総数残高 

資本金増減額 資本金残高 資本準備金 
増減額 

資本準備金 
残高 

（株） （株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

平成18年１月１日～ 

平成18年６月30日 
－ 52,585,000 － 11,081 － 9,307 



(4) 【大株主の状況】 

 （注） 上記のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社2,557.5千株、日本マスタートラスト信託銀行株式

会社1,267.5千株、及び資産管理サービス信託銀行株式会社482千株は、信託業務に係るものであります。 

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋三丁目７番１号 26,910.0 51.17 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,561.5 4.87 

アサヒ飲料社員持株会 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番１号 2,131.0 4.05 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,351.0 2.57 

ザチェースマンハッタンバン
クエヌエイロンドンエスエル
オムニバスアカウント 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,005.5 1.91 

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー
505019 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 
IFSC DUBLIN, IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

590.0 1.12 

資産管理サービス信託銀行株
式会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟 

482.0 0.92 

ゴールドマンサックスインタ
ーナショナル 
 (常任代理人 ゴールドマ
ン・サックス証券会社東京支
店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 
（東京都港区六本木六丁目10番１号 
六本木ヒルズ森タワー） 

479.2 0.91 

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウ
ンツイーアイエスジー 
（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 
カストディ業務部） 

397.8 0.76 

ドイチェバンクアーゲーロン
ドンピービーノントリティー
クライアンツ613 
（常任代理人 ドイツ証券株
式会社） 

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT WINCHESTER 
STREET LONDON EC2N 2DB, U.K 
（東京都千代田区永田町二丁目11番１号 
山王パークタワー） 

370.5 0.70 

計 ― 36,278.5 68.99 



(5) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数２個）が

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

3,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

52,577,000 
105,154 － 

単元未満株式 
普通株式 

5,000 
－ － 

発行済株式総数 52,585,000 － － 

総株主の議決権 － 105,154 － 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 

（株） 

他人名義 
所有株式数 

（株） 

所有株式数 
の合計 

（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アサヒ飲料株式会社 
東京都墨田区吾妻橋

一丁目23番１号 
3,000 － 3,000 0.01 

計 － 3,000 － 3,000 0.01 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 1,592 1,583 1,698 1,829 1,930 1,890 

最低（円） 1,330 1,310 1,384 1,658 1,724 1,590 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

前中間会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。 

 ただし、前中間会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30

日）及び当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）及び当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）

の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

  
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金    1,455     1,279     1,350   

２．受取手形及び売掛金    40,353     40,742     32,767   

３．たな卸資産    11,096     11,119     7,653   

４．未収入金    7,805     8,181     6,265   

５．繰延税金資産    2,013     1,854     1,829   

６．その他    2,003     1,701     7,892   

貸倒引当金    △136     △179     △111   

流動資産合計    64,590 55.6   64,699 55.8   57,647 52.0 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                   

(1) 建物及び構築物 ※２ 10,310     9,986     10,322     

(2) 機械装置及び運搬具  8,479     9,701     10,560     

(3) 土地 ※２ 21,336     21,336     21,336     

(4) その他  1,122     448     497     

有形固定資産合計    41,248 35.5   41,472 35.7   42,716 38.5 

２．無形固定資産    3,433 3.0   2,754 2.4   3,123 2.8 

３．投資その他の資産                    

(1) 繰延税金資産  2,885     3,203     3,169     

(2) その他  4,090     3,985     4,319     

貸倒引当金  △84     △66     △68     

投資その他の資産合計    6,891 5.9   7,122 6.1   7,420 6.7 

固定資産合計    51,573 44.4   51,349 44.2   53,259 48.0 

資産合計    116,163 100.0   116,049 100.0   110,906 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

  
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛金    23,937     22,929     22,308   

２．短期借入金    8,900     600     500   

３．１年以内返済予定長期
借入金 

※２   2,591     1,591     791   

４．未払金    28,128     28,694     25,360   

５．未払法人税等    1,572     1,667     3,341   

６．未払費用    5,822     5,851     4,463   

７．役員賞与引当金    －     16     －   

８．その他    1,903     1,526     1,777   

流動負債合計    72,856 62.7   62,876 54.2   58,543 52.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２   8,745     13,654     14,245   

２．退職給付引当金    8,220     8,737     8,465   

３．役員退職慰労引当金    48     61     63   

４．長期預り保証金    1,248     1,234     1,210   

５．その他    1     －     0   

固定負債合計    18,264 15.7   23,687 20.4   23,984 21.6 

負債合計    91,121 78.4   86,563 74.6   82,527 74.4 

        

（少数株主持分）                    

少数株主持分    － －   － －   － － 

        

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金    11,081 9.5   － －   11,081 10.0 

Ⅱ 資本剰余金    9,307 8.0   － －   9,307 8.4 

Ⅲ 利益剰余金    4,587 4.0   － －   7,833 7.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金    68 0.1   － －   158 0.1 

Ⅴ 自己株式    △1 △0.0   － －   △2 △0.0 

資本合計    25,042 21.6   － －   28,378 25.6 

負債、少数株主持分及び
資本合計    116,163 100.0   － －   110,906 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

  
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金    － －   11,081 9.6   － － 

２．資本剰余金    － －   9,307 8.0   － － 

３．利益剰余金    － －   8,992 7.7   － － 

４．自己株式    － －   △3 △0.0   － － 

株主資本合計    － －   29,377 25.3   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評価差
額金    － －   107 0.1   － － 

評価・換算差額等合計    － －   107 0.1   － － 

純資産合計    － －   29,485 25.4   － － 

負債・純資産合計    － －   116,049 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 
  

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
  

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    109,984 100.0   112,488 100.0   225,146 100.0 

Ⅱ 売上原価    45,478 41.4   45,888 40.8   94,416 41.9 

売上総利益    64,505 58.6   66,599 59.2   130,730 58.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   61,298 55.7   63,057 56.1   121,178 53.9 

営業利益    3,207 2.9   3,541 3.1   9,551 4.2 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息  1     0     2     

２．受取配当金  7     10     12     

３．投資有価証券売却益  －     2     －     

４．受取賃貸料  18     19     37     

５．受入技術支援料  7     10     22     

６．支払手数料返戻金  －     13     －     

７．雑収入  33 68 0.1 19 74 0.1 90 165 0.1 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息  88     79     170     

２．たな卸資産廃棄損  251     256     499     

３．雑支出  60 400 0.4 66 401 0.3 109 779 0.3 

経常利益    2,875 2.6   3,214 2.9   8,937 4.0 

Ⅵ 特別損失                    

１．固定資産売却除却損 ※２ 84 84 0.1 79 79 0.1 138 138 0.1 

税金等調整前中間 
（当期）純利益    2,790 2.5   3,134 2.8   8,798 3.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

※３ 1,266     1,548     4,150     

法人税等調整額  － 1,266 1.1 － 1,548 1.4 △358 3,791 1.7 

中間（当期）純利益    1,523 1.4   1,586 1.4   5,006 2.2 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

  

前中間連結会計期間 
  

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）          

Ⅰ 資本剰余金期首残高    9,307   9,307 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高    9,307   9,307 

     

（利益剰余金の部）          

Ⅰ 利益剰余金期首残高    3,556   3,556 

Ⅱ 利益剰余金増加高          

１．中間（当期）純利益  1,523 1,523 5,006 5,006 

Ⅲ 利益剰余金減少高          

１．配当金  473   709   

２．役員賞与  19 492 19 728 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高    4,587   7,833 

      

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
11,081 9,307 7,833 △2 28,220 158 158 28,378 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当     △394   △394     △394 

 利益処分による役員賞与     △33   △33     △33 

 中間純利益     1,586   1,586     1,586 

 自己株式の取得       △1 △1     △1 

 
株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          △50 △50 △50 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1,158 △1 1,157 △50 △50 1,106 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
11,081 9,307 8,992 △3 29,377 107 107 29,485 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）純利益  2,790 3,134 8,798 

減価償却費  2,048 2,242 4,443 

貸倒引当金の増加額  61 66 19 

退職給付引当金の増加額  265 272 510 

役員退職慰労引当金の増加額（△
減少額）  △13 △2 0 

受取利息及び受取配当金  △8 △10 △14 

支払利息  88 79 170 

固定資産売却除却損  84 79 138 

売上債権の増加額  △9,672 △7,972 △2,067 

たな卸資産の減少額（△増加額）  △2,965 △3,465 478 

仕入債務の増加額  2,474 621 844 

未払金の増加額  6,142 6,158 1,267 

その他流動資産の増加額  △3,170 △1,826 △1,483 

その他流動負債の増加額  1,615 1,214 83 

その他固定負債の増加額（△減少
額）  38 23 △0 

役員賞与の支払額  △19 △33 △19 

その他  259 393 592 

小計  19 977 13,760 

利息及び配当金の受取額  8 10 14 

利息の支払額  △114 △103 △163 

法人税等の支払額  △2,022 △3,168 △3,022 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △2,108 △2,283 10,588 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

有形固定資産の取得による支出  △1,556 △3,311 △2,731 

無形固定資産の取得による支出  △94 △325 △307 

投資有価証券の取得による支出  △23 △5 △27 

長期前払費用の取得による支出  △448 △490 △858 

その他  39 432 △24 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,083 △3,700 △3,948 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純増加額（△純減少
額）  5,600 100 △2,800 

長期借入金の借入による収入  － 500 6,000 

長期借入金の返済による支出  △291 △291 △2,591 

配当金の支払額  △470 △393 △706 

その他  △1 △1 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー  4,837 △85 △98 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減
少額）  645 △6,070 6,540 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  809 7,349 809 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 1,455 1,279 7,349 

     



中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数  １社 

会社名 

アサヒビバレッジサービス㈱ 

なお、同社については、当中

間連結会計期間において新たに

設立したため、連結の範囲に含

めております。 

連結子会社数  １社 

会社名 

アサヒビバレッジサービス㈱ 

連結子会社数  １社 

会社名 

アサヒビバレッジサービス㈱ 

なお、同社については、当連

結会計年度において新たに設立

したため、連結の範囲に含めて

おります。 

２．持分法の適用に関する事項 非連結子会社及び関連会社はあ

りませんので、該当事項はありま

せん。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社の中間会計期間の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

同左 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項       

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日前１ヶ月

の市場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しておりま

す。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

② デリバティブ 

時価法（但し、特例処理の要

件を満たしている場合には、特

例処理によっております。） 

③ たな卸資産 

商品、製品、原材料 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日前１ヶ月

の市場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日前１ヶ月の市

場価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

（主な耐用年数）  

建物及び構築物 

３年～39年 

機械装置及び運搬具 

２年～15年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ② 無形固定資産 

定額法 

但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

② 役員賞与引当金 

────── 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

連結会計期間末の要支給額を引

当計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

② 役員賞与引当金 

当社は、役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるため、支

給見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

（会計方針の変更）  

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純

利益は16百万円減少しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

② 役員賞与引当金 

────── 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当連結

会計年度末の要支給額を引当計

上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについて、特例

処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引は借入金利

等の将来の金利市場における利

率上昇による変動リスク回避を

目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6) その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

29,485百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１．有形固定資産の減

価償却累計額 

 28,614百万円 

   

 31,834百万円 

   

 30,306百万円 

   

※２．担保に供している

資産 

建物及び構築物 3,335百万円 

土地 9,188 

計 12,523 

建物及び構築物 3,302百万円 

土地 9,188 

計 12,490 

建物及び構築物 3,406百万円 

土地 9,188 

計 12,594 

  上記資産は、１年以内返済予定長

期借入金291百万円と長期借入金

2,045百万円の担保（担保予約）に

供しております。 

 上記資産は、１年以内返済予定長

期借入金291百万円と長期借入金

1,754百万円の担保（担保予約）に

供しております。 

 上記資産は、１年以内返済予定長

期借入金291百万円と長期借入金

2,045百万円の担保（担保予約）に

供しております。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．販売費及び一般管

理費のうち主要な

費目及び金額 

販売促進費 27,869百万円 

運搬費 6,439  

販売器具費  7,445  

広告宣伝費 6,899  

貸倒引当金繰入額 63  

従業員給料・賞与 5,392  

退職給付費用 309  

役員退職慰労引当金
繰入額 

13  

減価償却費  171  

研究開発費  456  

販売促進費 29,541百万円 

運搬費 6,512  

販売器具費  7,094  

広告宣伝費 6,973  

貸倒引当金繰入額 69  

従業員給料・賞与 5,643  

退職給付費用 302  

役員賞与引当金 
繰入額 

16  

役員退職慰労引当金
繰入額 

14  

減価償却費  166  

研究開発費  430  

販売促進費 56,640百万円 

運搬費 13,034  

販売器具費  14,737  

広告宣伝費 11,123  

貸倒引当金繰入額 49  

従業員給料手当 8,115  

従業員賞与 2,412  

賞与引当金繰入額 471  

退職給付費用 593  

役員退職慰労引当金
繰入額 

27  

減価償却費  343  

研究開発費  991  

※２．固定資産売却除却

損の内訳 

建物及び構築物 20百万円 

機械装置及び運搬具 62 

その他 2 

計 84 

建物及び構築物 46百万円 

機械装置及び運搬具 31 

その他 2 

計 79 

建物及び構築物 35百万円 

機械装置及び運搬具 91 

その他 5 

無形固定資産 7 

計 138 

※３．税効果会計  当中間連結会計期間における税金

費用については、簡便法による税効

果会計を適用しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示しております。 

同左 ────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加814株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式       

普通株式   52,585,000 － － 52,585,000 

自己株式       

普通株式 （注） 2,220 814 － 3,034 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月24日 

定時株主総会 
普通株式 394 7.50 平成17年12月31日 平成18年３月27日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月１日 

取締役会 
普通株式 315 利益剰余金 6.00 平成18年６月30日 平成18年９月12日

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物

の中間期末（期末）残

高と中間連結貸借対照

表（連結貸借対照表）

に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,455百万円 

現金及び現金同等物 1,455 

現金及び預金勘定 1,279百万円 

現金及び現金同等物 1,279 

現金及び預金勘定 1,350百万円 

短期貸付金勘定 

（現先） 
5,999  

現金及び現金同等物 7,349 



（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

4,374 3,139 1,235 

その他    
(工具
器具
備品) 

34,027 17,739 16,287

合計 38,401 20,878 17,523 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

4,196 3,433 763 

その他    
(工具
器具
備品)

30,926 15,037 15,888

合計 35,122 18,471 16,651 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

4,347 3,357 990 

その他    
(工具
器具
備品) 

31,389 15,315 16,073

合計 35,736 18,672 17,064 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

 

 １年内 6,821百万円

１年超 11,723 

合計 18,544 

１年内 6,679百万円

１年超 10,897 

合計 17,576 

１年内 6,686百万円

１年超 11,357 

合計 18,043 

 (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 4,708百万円

減価償却費相当額 4,215 

支払利息相当額 414 

支払リース料 4,139百万円

減価償却費相当額 3,671 

支払利息相当額 412 

支払リース料 9,056百万円

減価償却費相当額 8,096 

支払利息相当額 841 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっておりま

す。  

同左 同左 

２．オペレーティング・

リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 152百万円 

１年超 202 

合計 355 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

１年内 211百万円

１年超 440 

合計 652 

１年内 176百万円

１年超 367 

合計 544 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券

で時価のある株式について、減損処理を行った銘柄はありません。 

また、減損処理にあたっては、中間連結決算における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券

で時価のある株式について、１百万円の減損処理を行っております。 

また、減損処理にあたっては、中間連結決算における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 921 1,036 114 

合計 921 1,036 114 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 98 

非上場債券 1 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 927 1,108 181 

合計 927 1,108 181 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 99 



前連結会計年度末（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のある株式について、減損処理を行った銘柄はありません。 

また、減損処理にあたっては、連結決算における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

１月１日 至 平成18年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 925 1,193 267 

合計 925 1,193 267 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 97 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年１月１日 至 平成18年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）

において、当社グループは「飲料事業」セグメントの単一セグメントのため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年１月１日 至 平成18年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）

において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありませ

ん。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 (注)１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 476.25円 560.75円 539.07円 

１株当たり中間（当期）純利益金

額 
28.98円 30.17円 94.58円 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

同左 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

中間（当期）純利益(百万円) 1,523 1,586 5,006 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 33 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (33) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(百万円) 
1,523 1,586 4,973 

普通株式の期中平均株式数(株） 52,583,453 52,582,414 52,583,218 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,225   879   1,252   

２．受取手形  201   185   155   

３．売掛金  41,548   41,928   33,652   

４．たな卸資産  10,270   10,246   6,814   

５．未収入金  8,373   8,812   6,852   

６．繰延税金資産  1,815   1,632   1,632   

７．その他  1,809   1,607   7,668   

  貸倒引当金  △138   △180   △111   

流動資産合計   65,104 55.4  65,112 55.5  57,916 51.7 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２ 8,945   8,706   9,005   

(2) 機械及び装置  8,478   9,701   10,559   

(3) 土地 ※２ 21,336   21,336   21,336   

(4) その他  2,478   1,721   1,807   

有形固定資産合計   41,238 35.1  41,466 35.4  42,708 38.2 

２．無形固定資産   3,433 2.9  2,754 2.4  3,123 2.8 

３．投資その他の資産           

(1) 繰延税金資産  2,885   3,203   3,169   

(2) その他  4,887   4,753   5,104   

  貸倒引当金  △84   △66   △68   

投資その他の資産合計   7,688 6.6  7,891 6.7  8,205 7.3 

固定資産合計   52,360 44.6  52,112 44.5  54,037 48.3 

資産合計   117,465 100.0  117,224 100.0  111,953 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  335   318   420   

２．買掛金  23,598   22,598   21,885   

３．短期借入金  8,900   600   500   

４．１年以内返済予定長期
借入金 

※２ 2,591   1,591   791   

５．未払金  27,608   28,129   24,874   

６．未払法人税等  1,558   1,653   3,314   

７．役員賞与引当金  －   16   －   

８．その他  9,169   8,210   7,364   

流動負債合計   73,761 62.8  63,119 53.8  59,150 52.9 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 8,745   13,654   14,245   

２．退職給付引当金  8,219   8,734   8,463   

３．役員退職慰労引当金  48   61   63   

４．長期預り保証金  1,248   1,234   1,210   

５．その他  1   －   0   

固定負債合計   18,264 15.5  23,684 20.2  23,983 21.4 

負債合計   92,026 78.3  86,803 74.0  83,133 74.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   11,081 9.5  － －  11,081 9.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  9,307   －   9,307   

資本剰余金合計   9,307 7.9  － －  9,307 8.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金           

(1) 固定資産圧縮積立金  214   －   214   

(2) 別途積立金  1,000   －   1,000   

任意積立金合計  1,214   －   1,214   

２．中間(当期)未処分利益  3,769   －   7,059   

利益剰余金合計   4,983 4.2  － －  8,274 7.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金   68 0.1  － －  158 0.1 

Ⅴ 自己株式   △1 △0.0  － －  △2 △0.0 

資本合計   25,439 21.7  － －  28,819 25.7 

負債・資本合計   117,465 100.0  － －  111,953 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金   － －  11,081 9.5  － － 

２．資本剰余金           

(1) 資本準備金  －   9,307   －   

資本剰余金合計   － －  9,307 7.9  － － 

３．利益剰余金           

(1) その他利益剰余金           

固定資産圧縮積立金  －   199   －   

別途積立金  －   6,000   －   

繰越利益剰余金  －   3,727   －   

利益剰余金合計   － －  9,927 8.5  － － 

４．自己株式   － －  △3 △0.0  － － 

株主資本合計   － －  30,313 25.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価差
額金   － －  107 0.1  － － 

評価・換算差額等合計   － －  107 0.1  － － 

純資産合計   － －  30,421 26.0  － － 

負債・純資産合計   － －  117,224 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   102,899 100.0  105,216 100.0  210,135 100.0 

Ⅱ 売上原価   45,540 44.3  45,930 43.7  94,485 45.0 

売上総利益   57,359 55.7  59,286 56.3  115,649 55.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   53,557 52.0  55,239 52.5  105,486 50.2 

営業利益   3,801 3.7  4,047 3.8  10,162 4.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  66 0.1  87 0.1  188 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  402 0.4  403 0.4  783 0.3 

経常利益     3,465 3.4  3,731 3.5  9,567 4.6 

Ⅵ 特別損失 ※３  84 0.1  79 0.0  138 0.1 

税引前中間(当期) 
純利益   3,380 3.3  3,651 3.5  9,428 4.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

※５ 1,460   1,570   4,143   

法人税等調整額  － 1,460 1.4 － 1,570 1.5 △162 3,981 1.9 

中間(当期)純利益   1,920 1.9  2,081 2.0  5,447 2.6 

前期繰越利益   1,848   －   1,848  

中間配当額   －   －   236  

中間(当期)未処分利益   3,769   －   7,059  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産圧

縮積立金 
別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（百万円）
11,081 9,307 9,307 214 1,000 7,059 8,274 △2 28,661 

中間会計期間中の変動額          

 圧縮積立金の取崩       △14   14 －   － 

 別途積立金の積立         5,000 △5,000 －   － 

 剰余金の配当           △394 △394   △394 

 利益処分による役員賞与           △33 △33   △33 

 中間純利益           2,081 2,081   2,081 

 自己株式の取得               △1 △1 

 
株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
－ － － △14 5,000 △3,331 1,653 △1 1,652 

平成18年６月30日 残高 

（百万円）
11,081 9,307 9,307 199 6,000 3,727 9,927 △3 30,313 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円）
158 158 28,819 

中間会計期間中の変動額    

 圧縮積立金の取崩     － 

 別途積立金の積立     － 

 剰余金の配当     △394 

 利益処分による役員賞与     △33 

 中間純利益     2,081 

 自己株式の取得     △1 

 
株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△50 △50 △50 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
△50 △50 1,601 

平成18年６月30日 残高 

（百万円）
107 107 30,421 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日前１ヶ月の市

場価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日前１ヶ月の市

場価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定）を採用しておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日前１ヶ月の市場価

格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

時価法（但し、特例処理の要

件を満たしている場合には、

特例処理によっておりま

す。） 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

商品、製品、原材料 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

 総平均法による原価法   

 貯蔵品   

 移動平均法による原価法   

２．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 （主な耐用年数）   

 建物      ３年～39年   

 機械及び装置  ２年～15年   

 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

 定額法 

但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (2) 役員賞与引当金 (2) 役員賞与引当金 (2) 役員賞与引当金 

 ──────  当社は、役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるため、支

給見込額の当中間会計期間負担

額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。こ

れにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は16百万

円減少しております。 

────── 

 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌期から費用

処理することとしております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌期から費用

処理することとしております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社所定の内規によ

る中間期末要支給額を計上して

おります。 

同左  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社所定の内規によ

る期末要支給額を計上しており

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについて、特例

処理を採用しております。 

同左 同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金利息 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

  デリバティブ取引は借入金利

等の将来の金利市場における利

率上昇による変動リスク回避を

目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

同左 同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

30,421百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（販売促進費の計上） 

卸売店から量販店等への販売数量により計

算される販売促進費については、月末時に該

当数量を正確に見積もることが困難であった

ため、卸売店からの請求書をもとに計上して

おりました。しかしながら、システム整備等

により量販店等への月間販売数量を適時に見

積もることが可能となりましたので、前期末

より月末時点での見積に基づいて計上してお

ります。 

 この結果、当中間会計期間の計上方法に

て、前中間会計期間を計算すると、営業利益

は1,570百万円、経常利益は1,331百万円、中

間純利益は1,010百万円であります。 

────── ────── 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

※１．有形固定資産の 

減価償却累計額 

28,613百万円 31,830百万円 30,304百万円 

※２．担保に供している

資産 

建物 3,335百万円 

土地 9,188 

計 12,523 

建物 3,302百万円 

土地 9,188 

計 12,490 

建物 3,406百万円 

土地 9,188 

計 12,594 

  上記資産は、１年以内返済予定長

期借入金291百万円と長期借入金

2,045百万円の担保（担保予約）に

供しております。 

 上記資産は、１年以内返済予定長

期借入金291百万円と長期借入金

1,754百万円の担保（担保予約）に

供しております。 

 上記資産は、１年以内返済予定長

期借入金291百万円と長期借入金

2,045百万円の担保（担保予約）に

供しております。 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加814株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．営業外収益のうち

主要なもの 

受取賃貸料 18百万円 受取賃貸料 32百万円 受取賃貸料 65百万円 

受入技術支援料 22 

保証金取崩益 51 

※２．営業外費用のうち

主要なもの 

支払利息 90百万円 

たな卸資産廃棄損 251 

支払利息 81百万円 

たな卸資産廃棄損 256 

支払利息 175百万円 

たな卸資産廃棄損 499 

※３．特別損失のうち主

要なもの 

固定資産売却除却損  

建物 20百万円 

機械及び装置 62 

その他 2 

計 84 

   

固定資産売却除却損  

建物 45百万円 

機械及び装置 31 

その他 2 

計 79 

   

固定資産売却除却損  

建物 31百万円 

機械及び装置 91 

その他 9 

無形固定資産 7 

計 138 

４．減価償却実施額    

有形固定資産 1,471百万円 1,632百万円 3,252百万円 

無形固定資産 576 608 1,188 

※５．税効果会計  法人税、住民税及び事業税は、当

中間会計期間の税引前中間純利益に

当事業年度の税効果会計適用後の見

積実効税率を乗じて計算した額を計

上しており、納付税額及び法人税等

調整額を一括して記載しておりま

す。 

同左 ────── 

  
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注）  2,220 814 － 3,034 

合計   2,220 814 － 3,034 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

2,471 2,236 235 

そ
の
他 

車輛
運搬
具 

488 161 327 

工具
器具
備品 

34,027 17,739 16,287 

合計 36,987 20,136 16,850 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置

2,444 2,313 130 

そ
の
他

車輛
運搬
具 

445 216 229 

工具
器具
備品

30,926 15,037 15,888 

合計 33,816 17,567 16,248 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及
び装置

2,444 2,267 176 

そ
の
他

車輛
運搬
具 

483 201 281 

工具
器具
備品

31,389 15,315 16,073 

合計 34,316 17,784 16,532 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 6,536百万円 

１年超 11,272 

合計 17,808 

１年内 6,428百万円 

１年超 10,693 

合計 17,122 

１年内 6,406百万円 

１年超 11,047 

合計 17,453 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 4,541百万円 

減価償却費相当額 4,075 

支払利息相当額 387 

支払リース料 3,983百万円 

減価償却費相当額 3,539 

支払利息相当額 395 

支払リース料 8,702百万円 

減価償却費相当額 7,798 

支払利息相当額 792 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・

リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 98百万円 

１年超 120 

合計 219 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

１年内 109百万円 

１年超 160 

合計 270 

１年内 92百万円 

１年超 129 

合計 222 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年６月30日現在）、当中間会計期間末（平成18年６月30日現在）及び前事業年度末

（平成17年12月31日現在）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 (注)１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 483.79円 578.55円 547.45円 

１株当たり中間（当期）純利益金額 36.52円 39.58円 102.96円 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

同左  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

中間（当期）純利益(百万円) 1,920 2,081 5,447 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 33 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (33) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

(百万円) 
1,920 2,081 5,414 

普通株式の期中平均株式数(株） 52,583,453 52,582,414 52,583,218 



(2) 【その他】 

平成18年８月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………315百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………６円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年９月12日 

（注） 平成18年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 半期報告書の訂正報告書 

  （第24期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成18年３月20日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第24期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月24日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年９月22日

アサヒ飲料株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西村 勝秀  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 文倉 辰永  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 河西 正之  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年１月１日から

平成17年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アサヒ飲料株式会社及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年９月22日

アサヒ飲料株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 文倉 辰永  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 河西 正之  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年１月１日から

平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アサヒ飲料株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年９月22日

アサヒ飲料株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西村 勝秀  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 文倉 辰永  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 河西 正之  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第24期事業年度の中間会計期間（平成17年１月１日から平

成17年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アサヒ飲料株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年１月１日

から平成17年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年９月22日

アサヒ飲料株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 文倉 辰永  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 河西 正之  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第25期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１日から平

成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アサヒ飲料株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年１月１日

から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/51
	pageform2: 2/51
	form1: EDINET提出書類  2006/09/27 提出
	form2: アサヒ飲料株式会社(185034)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/51
	pageform4: 4/51
	pageform5: 5/51
	pageform6: 6/51
	pageform7: 7/51
	pageform8: 8/51
	pageform9: 9/51
	pageform10: 10/51
	pageform11: 11/51
	pageform12: 12/51
	pageform13: 13/51
	pageform14: 14/51
	pageform15: 15/51
	pageform16: 16/51
	pageform17: 17/51
	pageform18: 18/51
	pageform19: 19/51
	pageform20: 20/51
	pageform21: 21/51
	pageform22: 22/51
	pageform23: 23/51
	pageform24: 24/51
	pageform25: 25/51
	pageform26: 26/51
	pageform27: 27/51
	pageform28: 28/51
	pageform29: 29/51
	pageform30: 30/51
	pageform31: 31/51
	pageform32: 32/51
	pageform33: 33/51
	pageform34: 34/51
	pageform35: 35/51
	pageform36: 36/51
	pageform37: 37/51
	pageform38: 38/51
	pageform39: 39/51
	pageform40: 40/51
	pageform41: 41/51
	pageform42: 42/51
	pageform43: 43/51
	pageform44: 44/51
	pageform45: 45/51
	pageform46: 46/51
	pageform47: 47/51
	pageform48: 48/51
	pageform49: 49/51
	pageform50: 50/51
	pageform51: 51/51


